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GCC 諸国の農業・貿易政策 

 

１．概 要 

 

はじめに 

GCC湾岸諸国とはサウジアラビア、アラブ首長国連邦、クウェート、カタール、バーレ

ーン、オマーンの六ヵ国である。ペルシャ湾岸(1)に位置するアラブ諸国、イスラム国家と

してグループ化される共通性はあるものの、国土面積、人口には大きな違いがあり、現在

に至った歴史的背景にも相違がある。GCCの中で最大のサウジアラビアは数ある部族のな

かからサウド家が 1932 年にアラビア半島の統一に成功し、現在に至っている。一方で、

クウェートはかつてのオスマン帝国のバスラ州の一部であったが、その後に英国の保護領

となり、1961年に英国から独立している。アラブ首長国連邦は休戦海岸(2)と呼ばれる時期、

英国の支配下にあった時期を経て 1971 年以後独立連邦国として現在に至っている。バー

レーンとカタールも英国の保護国から 1971 年に独立したものである。また、オマーンは

16～17 世紀にポルトガルの支配下にあったが、17 世紀半ばにはその支配から脱却してい

る。いずれも現在の国家の枠組みとなってから歴史の浅い国々である。 

アラビア半島に位置するこれらの国々は石油や天然ガス資源に恵まれた国々である。一

方でアラビア半島の大部分は砂漠という厳しい自然条件下にあり、農業適地は少ない。と

いうものの、人々は農産物を必要とし、国は食料の確保に努めなければならない。産油国

の豊富なオイルマネーをもって農産物、食料を輸入することは現時点では比較的容易では

ある。 

ここ数年続いた原油高はバイオ燃料の開発を促し、トウモロコシなど穀物価格を押し上

げた。GCC諸国は石油収入で潤うものの、一方では輸入する農産物や食料品価格高騰によ

る打撃を受けている。石油資源は有限であり、数十年後には枯渇する運命にある。一方で、

急増する人口に対する食料確保は未来永劫に続く。自国民のために、20 年後、30 年後を

見据えた食料安全保障の確立は急務である。その政策の成否によっては、社会経済そして

政治基盤の安定を損なう大きな波乱要因を秘めている。本報告書は農産物の輸入依存度の

高い GCC諸国の農業の実態、農業政策と貿易についてとりまとめるものである。 

 

（1）GCCとは： 

GCC（Gulf Cooperation Council 湾岸協力会議）諸国とはアラブ首長国連邦(3)、バーレ

                                                  
(1) アラブ圏ではアラビア湾と呼ぶことも多い。 
(2) 1853年、英国は現在のアラブ首長国連邦北部周辺の「海賊勢力」と恒久休戦協定を結び、以後当地は

休戦海岸と呼ばれた時代がある。（外務省ホームページ参照） 
(3) アラブ首長国連邦は７つの首長国からなる連邦である。石油が取れるのはその中のアブダビとドバイ

である。 
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ーン、クウェート、オマーン、カタール、サウジアラビアの 6ヵ国でいずれも産油国であ

る。GCCが設立されたのは 1981年 5月 25日、本部はサウジアラビアのリヤドにおかれ

ている。正式名称は「Cooperation Council for the Arab States of the Gulf（ペルシャ湾

岸アラブ諸国協力会議）」という地域協力機構である。 

設立憲章には目的として次のような項目が挙げられている。 

①加盟国間の団結のために、あらゆる分野で協力・統合・連帯すること 

②以下の分野で共通する規則を確立すること 

  経済および金融部門 

  商業、関税および通信 

  教育および文化 

③鉱工業、農業、水資源、畜産資源の科学的進歩を促進すること 

④民間部門による共同企業体設立のための研究を推進すること 

表向きの設立目的はこのようなものであるが、設立の 1981年というのは、1979年のイ

ラン革命後まもない時期であり、GCC設立はイランからの革命輸出を恐れた近隣アラブ諸

国の体制保全のための同盟という色合いが濃いものであった。しかしながら、設立後すで

に 25年以上が経過した今日、GCCは上記目的にそった地域協力機構として機能し始めて

いる。イェメンに対しても加盟を働きかけており、2016年までには加盟の見込みである。 

経済統合のひとつとして、2010 年の実施を目標に通貨統合の準備を進めてきた。2008

年には各加盟国の財務相の間で通貨統合構想と中央銀行の組織についてとりまとめをおこ

なった。2008年 12月には GCC首脳会議で通貨統合が承認されたが、中央銀行の所在地

については結論がでておらず、統合が遅れる原因になる可能性がある。 

 

（2）GCCの人口 

GCC 諸国の総面積は 267 万平方キロメートル、日本の国土面積の約７倍に相当する。

というものの、アラビア半島の大部分を占めるサウジアラビアが単独で 215万平方キロメ

ートルであるので、他の 5 ヵ国の合計面積は日本より僅かに広い程度である。総人口は

2006年時点で約 3500万人である。国別に占める比率はサウジアラビアが約 68.9％（2400

万人）とアラブ首長国連邦 12.3％（420万人）オマーン 7.5％（260万人）、クウェート 6.7％

（230万人）、カタール 2.4％（84万人）、バーレーンが 2.2％（74万人）である。バーレー

ンとカタールは僅か百万人にも満たない人口である。 

これら産油国は 1970 年代以後の石油価格の上昇とともに石油輸出収入が増加した。石

油収入増は GDP および 1 人当たり所得増、インフラ整備、教育や医療サービスの普及に

つながった。特に医療サービスの普及は乳幼児死亡率の低下をもたらし、出生時平均余命

が伸びた。その結果、各国の人口は急激に増加した。 
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人口（人） 全体比(%)

アラブ首長国連邦 4,229,000 12.3%

バーレーン 742,562 2.2%

サウジアラビア 23,678,849 68.9%

オマーン 2,577,062 7.5%

カタール 838,065 2.4%

クウェート 2,307,860 6.7%

計 34,373,398 100.0%

2006年
国

出所：GCC A Statistical Glance April 2008,

        GCC Secretariat General,  Information Center,  Statistical Department

表１. GCC諸国の人口

 

国連の統計（表２）によると GCCの人口は 1975年の 1,015万人から 2005年には 3,444

万人と約３倍に増加している。また、今後の人口を 2020年 4,685万人、2030年 5,439万

人、2040年 6,076万人、2050年 6,593万人と予測している。国別ではサウジアラビアが

1975年の 725万人から 2005年 2,361万人、2020年 3,209万人、2050年 4,503万人とな

り、アラブ首長国連邦では 1975年の 53万人が 2005年には 410万人、2030年 675万人、

2050年には 852万人となる。全体としても、また個々の国も 2005年の人口が、2050年

にはほぼ倍増すると予測されている。将来の食料問題を考えるとき、この人口予測は非常

に重要になる。 

 

表２.　GCC諸国の人口推移

アラブ首長国連邦 バーレーン サウジアラビア オマーン カタール クウェート 計

1975年 530 272 7,251 917 171 1,007 10,148

1980年 1,015 347 9,604 1,187 229 1,375 13,757

1985年 1,410 413 12,865 1,527 361 1,720 18,296

1990年 1,867 493 16,256 1,843 467 2,143 23,069

1995年 2,432 578 18,251 2,172 526 1,725 25,684

2000年 3,247 650 20,807 2,402 617 2,228 29,951

2005年 4,104 725 23,612 2,507 796 2,700 34,444

2010年 4,732 792 26,416 2,767 885 3,051 38,643

2015年 5,263 857 29,265 3,051 966 3,378 42,780

2020年 5,774 917 32,089 3,339 1,040 3,690 46,849

2025年 6,268 972 34,797 3,614 1,102 3,988 50,741

2030年 6,753 1,025 37,314 3,865 1,161 4,273 54,391

2035年 7,232 1,072 39,591 4,088 1,215 4,547 57,745

2040年 7,698 1,112 41,594 4,291 1,263 4,807 60,765

2045年 8,134 1,146 43,394 4,476 1,303 5,039 63,492

2050年 8,521 1,173 45,030 4,639 1,333 5,240 65,936

出所：国連 World Population Prospects, Population Data base (http://esa.un.org/unpp/より作成)

（単位：千人）

 

 

 

表１ GCC諸国の人口 

               表２ GCC諸国の人口推移 
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（3）労働人口および GDPに占める農業分野の比率 

国連 FAOの統計によると、2004年の総人口に占める労働人口の比率、および農業部門

（農林水産部門）の比率は次の通りである。 

 

総人口 農業労働人口 対労働人口比 GDP 農業GDP

(千人） （千人） （％） （百万ドル） （％）

アラブ首長国連邦 3051 67 4 104000 3

バーレーン 739 3 1 11000 -

サウジアラビア 24919 633 7 250000 4

オマーン 2935 362 33 24300 2

カタール 619 3 1 28500 -

クウェート 2595 15 1 55700 1

出所：FAO

国

 

 

 GCCにおける労働人口に占める農業部門の比率はオマーン 33％、サウジアラビア７％、

アラブ首長国連邦 4％、バーレーン、カタール、クウェートは 1％程度である。この値に

は漁業も含まれている。また、アラブ地域では遊牧民による羊を中心とした牧畜が広く行

われているが、畜産業もこの値には含まれているので、農業労働人口の比率は非常に少な

い。GDPに占める農業部門のシェアも労働人口同様低い比率である。GCCにおいては農

業に適した自然条件に恵まれず、農業を発展させるには非常に大きな困難とコストが必要

である。 

 

（4）経済の規模と農業部門 

GCCの国内総生産を表４に示したが、いずれも順調に拡大してきた。というものの GCC

６カ国は前項の人口同様、経済規模にも大きな較差がある。GCC全体の約半分をサウジア

ラビアが、1/4 をアラブ首長国連邦、そして残りの半分をクウェートが、その残り、つま

り全体の約 15％をバーレーン、カタール、オマーンが担っている。しかしながら、国民 1

人当り GDP で見るならば、経済規模の小さいカタールやバーレーンがサウジアラビアよ

りも上位になる。 

 

表３ 農業部門労働人口（2004年） 
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2004年 2005年 2006年 % 2004年 2005年 2006年

アラブ首長国連邦 105,253.0 132,202.0 163,167.0 22.8% 27,985 32,194 38,583

バーレーン 11,182.3 13,459.8 15,828.0 2.2% 15,813 18,574 21,315

サウジアラビア 250,339.0 315,337.0 348,672.0 48.8% 11,095 13,640 14,725

オマーン 24,772.0 30,922.8 35,728.7 5.0% 10,255 12,326 13,864

カタール 31,734.1 42,462.6 52,722.3 7.4% 41,949 53,333 62,909

クウェート 59,439.1 80,798.6 98,704.4 13.8% 21,628 27,014 31,009

計 482,719.5 615,182.8 714,822.4 100.0% 14,810 18,381 20,796

出所：表１に同じ

GDPの推移 (百万ドル) １人当たりGDP (ドル)
国

 

 

２．GCC 諸国の農業 

 

１） 農業の現状 

（1）アラブ首長国連邦 

アラブ首長国連邦全体の農業生産に関する 2003 年の実績は表５の通りであった。ここ

では農産物を野菜類、果実類、穀物・牧草の 3つに分類している。面積を表す単位はドナ

ム(Donum)が使われており 10aに相当する。金額はアラブ首長国連邦の通貨デルハムであ

る。(4) 

                                                  
(4) １ドル＝3.6725デルハム(1997年 11月以来ドルに連動。日本国外務省アラブ首長国連邦の基礎データ
参照) 

表４ GCCの GDP推移と国別シェア 
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首長国 項目 野菜類 果実類 穀物・牧草

Emirate Item Vegetables Fruits Crop&Fodder Total %

面積（Donum) 48,831 1,724,197 278,559 2,051,587 89.7%

収穫量(Ton) 179,801 599,665 2,604,733 3,384,199 82.7%

金額(1000Dhs) 296,607 1,439,521 2,866,920 4,603,048 77.7%

面積（Donum) 1,159 17,040 6,912 25,111 1.1%

収穫量(Ton) 2,137 16,519 46,418 65,074 1.6%

金額(1000Dhs) 3,546 55,938 62,144 121,628 2.1%

面積（Donum) 9,247 56,165 15,923 81,335 3.6%

収穫量(Ton) 27,119 73,671 143,645 244,435 6.0%

金額(1000Dhs) 41,879 249,795 188,103 479,777 8.1%

面積（Donum) 392 5,465 1,986 7,843 0.3%

収穫量(Ton) 1,271 4,666 22,309 28,246 0.7%

金額(1000Dhs) 2,482 15,627 27,154 45,263 0.8%

面積（Donum) 607 4,092 3,084 7,783 0.3%

収穫量(Ton) 2,740 4,532 35,685 42,957 1.0%

金額(1000Dhs) 4,463 15,101 42,579 62,143 1.0%

面積（Donum) 18,431 39,454 21,026 78,911 3.5%

収穫量(Ton) 66,921 53,105 150,781 270,807 6.6%

金額(1000Dhs) 109,311 180,230 185,370 474,911 8.0%

面積（Donum) 2,164 27,714 3,455 33,333 1.5%

収穫量(Ton) 9,819 31,440 14,462 55,721 1.4%

金額(1000Dhs) 16,447 105,536 16,845 138,828 2.3%

面積（Donum) 80,831 1,874,127 330,945 2,285,903 100.0%

収穫量(Ton) 289,808 783,598 3,018,033 4,091,439 100.0%

金額(1000Dhs) 474,735 2,061,748 3,389,115 5,925,598 100.0%

面積（比率） 3.5% 82.0% 14.5% 100.0%

収穫量(比率） 7.1% 19.2% 73.8% 100.0%

金額(比率） 8.0% 34.8% 57.2% 100.0%

(注） 1Donum=10 a

出所：  Agriculture Statistics Year Book 2003

フジャラ

　　　　　Ministry of Environment & Water, http://www.uae.gov.ae/uaeagricent/statistics/asyearbook03.stm

連邦計

アブダビ

ドバイ

シャルジャ

アジマン

計

ウム・アル・
カイワイン

ラス・アル・
キマ

 

 連邦全体で農地の 82％で果実が生産されている。穀類や牧草は 14.5％、野菜はわずか

3.5％である。また、７つの首長国で成り立つ連邦ではあるが、農地の 90％、収穫量の 83％、

収穫金額の 78％がアブダビ首長国に集中している。アブダビ首長国における農業生産の実

態は以下の通りである。 

表５ アラブ首長国連邦における農業生産（2003年） 
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面積 収穫量 金額 面積 収穫量 金額

donum Ton 1000Dhs % % %

Tomato トマト 12,801 104,654 162,214 26.2% 58.2% 54.7%

Egg Plant ナス 371 3,242 3,728 0.8% 1.8% 1.3%

Okra オクラ 1,045 130 429 2.1% 0.1% 0.1%

Bean 豆 612 706 2,683 1.3% 0.4% 0.9%

Cowpea ササゲ豆 79 65 185 0.2% 0.0% 0.1%

Jews Mallow ジョーズマロウ 215 1,344 2,285 0.4% 0.7% 0.8%

Chard フダン草 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

Squash カボチャ類 919 2,951 4,869 1.9% 1.6% 1.6%

Cucumber キュウリ 1,109 7,772 24,093 2.3% 4.3% 8.1%

Cabbage キャベツ 1,848 9,396 11,275 3.8% 5.2% 3.8%

Cauliflower カリフラワー 1,107 1,039 1,507 2.3% 0.6% 0.5%

Potato じゃがいも 2,625 6,883 14,798 5.4% 3.8% 5.0%

Onion 玉ねぎ 5,779 12,763 13,401 11.8% 7.1% 4.5%

Water Melon スイカ 42 93 121 0.1% 0.1% 0.0%

Sweet Melon メロン 716 1,372 2,881 1.5% 0.8% 1.0%

Lettuce レタス 54 129 200 0.1% 0.1% 0.1%

Radish ラディッシュ 32 79 51 0.1% 0.0% 0.0%

Parsley パセリ 98 612 887 0.2% 0.3% 0.3%

Carrot 人参 658 906 1,133 1.3% 0.5% 0.4%

Pepper コショウ 1,110 2,271 4,247 2.3% 1.3% 1.4%

Other その他 17,611 23,394 45,620 36.1% 13.0% 15.4%

48,831 179,801 296,607 100.0% 100.0% 100.0%

出所：　表５に同じ

計

作物

 

 

生産の多い野菜はトマトである。約 1/4 の面積で作付けされている。それによる収穫金

額は 55％に達している。次いで玉ねぎやキュウリ、じゃがいもなどが主要な野菜であるが、

表示された野菜類が多品種、少比率であること、また、その他野菜の作付け面積が 36％あ

ることなどから、多品種少量生産の傾向である。 

 

表６ アブダビ首長国における野菜生産（2003年） 
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面積 収量 金額 面積 収量 金額

Donum Ton 1000Dhs % % %

Dates ナツメヤシ 1,720,802 594,483 1,423,893 99.80% 99.14% 98.91%

Lime ライム 639 1,535 4,452 0.04% 0.26% 0.31%

Lemon Adalia レモン 0 0 0 0.00% 0.00% 0.00%

Grape Fruit グレープフルーツ 0 0 0 0.00% 0.00% 0.00%

Other Citrus 他の柑橘類 267 427 1,067 0.02% 0.07% 0.07%

Guava ガヴァ 175 267 815 0.01% 0.04% 0.06%

Mango マンゴー 316 817 4,002 0.02% 0.14% 0.28%

Indian Almond インドアーモンド 55 20 16 0.00% 0.00% 0.00%

Pomegranate ザクロ 55 27 102 0.00% 0.00% 0.01%

Fig イチジク 126 90 163 0.01% 0.02% 0.01%

Grape Fruit グレープフルーツ 112 13 50 0.01% 0.00% 0.00%

Banana バナナ 32 25 58 0.00% 0.00% 0.00%

Other その他 1,618 1,961 4,903 0.09% 0.33% 0.34%

Total 計 1,724,197 599,665 1,439,521 100.00% 100.00% 100.00%

出所： 表５に同じ

作物

 

 

果実生産の内訳ではナツメヤシが 99％に達している。表７が示すようにライムや柑橘類、

マンゴーなども栽培はされているが全体としての比率は微々たるものである。また、表８

からは牧草類は生産されているが、麦類の生産はほとんど作付けされていない。 

 

面積 収穫量 金額

Donum Ton 1000Dhs

Alfalfa アルファルファ 6,173 4,898 7,102

Green Fodder グリーンフォダー 272,336 2,599,825 2,859,808

Tobacco タバコ 0 0 0

Wheat 小麦 50 10 10

Other その他 0 0 0

Total 計 278,559 2,604,733 2,866,920

出所： 表５に同じ

作物

 
 

これらの状況からアラブ首長国連邦では面積的には果実の栽培が広く行なわれていると

いえるが、その殆どはナツメヤシである。野菜栽培については上述の通り、トマトや豆類

など多品種が栽培されている。2006 年 9 月にアラブ首長国連邦を調査で訪れた東京海洋

大学櫻井氏の報告書によると(5)、1968年にアルアインに設置された国の農業試験場が既存

の農園や農法の改良、最適品種の普及等に大きな役割を果たしたとある。また、先進技術

                                                  
(5) 櫻井研「アラブ首長国連邦の農業と野菜の生産流通の現状」月報『野菜情報』2007 
7月、（独）農畜産業振興機構 http://alic.vegenet.jp/yasaijoho/kaigai/0707/kaigai1.html 

表７ アブダビにおける果実生産（2003年） 

表８ アブダビにおける耕種作物の生産（2003年） 
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による砂漠地での農業開発の試みも 70 年代に始まり、アブダビから至近距離のサディア

ット島において、米国アリゾナ大学の指導でキュウリ、トマト、キャベツ、レタスなどの

野菜類やキク、カーネーションなどの周年栽培を実証した。同じ頃、アルアインではフラ

ンスの石油会社による大規模な農場やこれとは別の仏系農場（Al Ain Company for 

Production of Fresh Vegetable）が設立され、厳しい気候条件下での野菜作りの模範が示

されたとある。 

一方、GCC事務局（Secretariat General of the Cooperation Council for the Arab States 

of the Gulf ）が 2007年に発行したMember States of the GCCによると、アラブ首長国

連邦の農業について以下のように報告されている。農業部門の成長は目ざましく、2002

年の農業部門 GDPは非石油部門の 6.9％を占め、額にして 91億デルハムであった。アラ

ブ首長国連邦では厳しい自然条件を克服して砂漠の緑地化を進めている。現在では農産物

および畜産製品の一部を自給することができるようになっている。それらの一部は外国に

輸出できるようになった。アラブ首長国連邦の実績は近隣諸国からもモデルとして評価さ

れている。1億３千本の樹木が 110ヵ所の緑地公園沿いに植えられ、砂漠の緑地化に取り

組んでいる。果実や野菜の一部はアメリカやイギリスに、ナツメヤシは日本、インドネシ

ア、マレーシアに輸出されている。 

農業基盤を強化するための計画の一部として農業漁業省では開墾した農業適地を国民に

無料で払い下げている。農業従事者には生産に必要な道具類を市価の半額程度で提供して

いる。同時に、農業用機器、肥料、種子などの購入のためのローンや信用保証なども提供

している。農作物の病虫害に対する指導なども実施している。 

アラブ首長国連邦の水環境相である Rashid Ahmad Bin Fahd（ラシド・アハマド・ビ

ン・ファハド）は自給できる農産物の種類が増えていることを明らかにしている。ナツメ

ヤシと魚類については 100％の自給を達成している一方で、野菜栽培については依然とし

て 39％程度、酪農製品の生産は 92％、また、食肉生産についてもまだ 10～25％でしかな

いと述べている(6)。UAE は環境を守りつつ、砂漠を開墾して農地を増やし、UAE の気候

に適した農産物の新品種を開発するために力を入れている。 

 

（2）バーレーン 

FAOの農業生産統計でバーレーンを見ると、穀類の生産量はブランクとなっている。同

様に果実・野菜の部をみると 2003年 31トン、2004年 27トンとある。原油埋蔵量・生産

量はそれほど多くはないが、人口が 70 万人程度という非常に小さな国であるので 1 人当

り GDP は世界トップクラスにある。このように小規模でリッチな国家であるため、農産

物や食料品は輸入に依存することは可能である。数少ない農業の 2005年実績は、FAOの

オンラインデータベースによると次の通り推定値が挙げられている。バーレーンでもナツ

                                                  
(6) 2008年 10月 16日付、UAEInteract(アラブ首長国連邦に関するニュースと情報) 
 http://www.uaeinteract.com/japanese/news/default.asp?ID=23 
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メヤシは農産物の中心である。野菜類はトマト、レタス、玉ネギ、カリフラワー、キャベ

ツなどが生産されている。 

 

 

（3）サウジアラビア 

中東の中でもサウジアラビアはアラビア半島の大部分を占める国であり、サウジアラビ

アというと乾燥地域、砂漠地帯をイメージすることが多いが、このサウジアラビアの農業

が世界の注目を集めたのは小麦の生産拡大と自給達成であった。この小麦の生産および自

給政策についてはすでに見直しが検討されているのであるが、GCCの中で人口が最も多い

サウジアラビアは雇用の創出などの経済問題と同様に食料確保が非常に大きな課題である。 

サウジアラビア中央銀行(Saudi Arabian Monetary Agency 通称 SAMA)の年度レポー

ト（2008年版）によると、サウジアラビアの農業の現状は以下の通りである。 

2006年の農業生産量は表 10が示すとおりわずかではあるが減少した。同様に 2007年

版を見ると 2004年から 05年にかけても 1.8％の減少であったから、連続して減少してい

る。作付面積が 1,106.7千 haから 1,074.2千 haへと 32.5千 ha減少していることが生産

量の減少につながった。作付面積が減少したのは、穀類や牧草類つまり水分を多く必要と

する作物の減反政策によるものである。この政策は前年度も同様であり、前年は 5.6％の

作付面積減、約 66千 haが減少している。 

量（トン） 金額（千ドル）

Dates ナツメヤシ 15,000 4,702

Fruit Fresh nes 生果実 3,200 510

Tomatoes トマト 2,100 498

Nuts nes ナッツ 350 498

Lettuce レタス 1,100 374

Vegetables Fresh nes 野菜（生鮮） 1,600 300

Lemons and Limes レモン・ライム 950 248

Onions, Dry 玉ねぎ(乾燥） 1,149 212

Bananas バナナ 730 104

Cauliflower カリフラワー 450 102

Cabbages キャベツ 600 88

Grapes ブドウ 130 60

出所：FAO, The Statistical Division, Major Food and Agricultural Commodities and Producers

        http://www.fao.org/es/ess/top/country.html

　　　金額はFAOが1999年～2001年の国際価格をもとに算出

生産
作物

表９ バーレーンの農業生産（2005年） 
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2005年 2006年 増減 2005年 2006年 増減

Wheat 小麦 488,876 468,271 -4.2% 2,648 2,630 -0.7%

Sorgham ソルガム 4,196 3,975 -5.3% 7 7 0.0%

Milet ミレット 103,496 100,343 -3.0% 205 242 18.0%

Corn トウモロコシ 24,298 21,629 -11.0% 91 126 38.5%

Barley 大麦 7,479 4,971 -33.5% 47 31 -34.0%

Sesame ゴマ 2,933 3,049 4.0% 5 5 0.0%

Other grain その他穀類 374 418 11.8% 1 1 0.0%

Total Grain 穀類計 631,652 602,656 -4.6% 3,004 3,042 1.3%

Tomato トマト 17,301 13,998 -19.1% 496 480 -3.2%

Watermelon スイカ 18,148 18,522 2.1% 364 384 5.5%

Other vegetables その他野菜 79,486 78,046 -1.8% 1,711 1,753 2.5%

Total Vegetables 野菜計 114,935 110,566 -3.8% 2,571 2,617 1.8%

Dates ナツメヤシ 150,744 152,402 1.1% 970 977 0.7%

Other fruits その他果実 66,708 71,177 6.7% 575 572 -0.5%

Total Fruits 果実計 217,452 223,579 2.8% 1,545 1,549 0.3%

Green Fodder 青刈り飼料作物 142,719 137,357 -3.8% 2,462 2,369 -3.8%

Grand total 総合計 1,106,758 1,074,158 -2.9% 9,593 9,577 -0.2%

出所：サウジアラビア中央銀行, Annual Report 2008

原典：Ministry of Agriculture

作付面積（ha) 生産量(1000tons)
作物

 

個別に見ると穀類の作付面積が 631,652haから 602,656haへと約 29,000ha減少し、作

付面積全体の 56.1％となった。作付面積は減少したものの生産量は若干増加し、穀類の生

産量は全体の 31.8％に達している。小麦については 4.2％の作付面積減少でありながら、

生産量は 0.7％の減少に留まり、ミレットは 3％の作付面積減少に対して 18％の増収であ

ることなどから、近代的な農業技術により生産性が向上したと報告書は述べている。野菜

類の栽培についても近代的な野菜栽培の方法により、収穫高は 46 千トン増加した。野菜

類の作付面積は全体の 10.3％と前年から 3.8％減少しているが野菜の生産量は 1.8％の増

加となった。 

サウジアラビアではナツメヤシが農業の中心であり最も重要な作物である。作付面積が

2005年に比して 06年は 151千 haから 152千 haに増加した。ナツメヤシは単なる農産

物ではなくサウジ国民が好んで食べる食品である。ナツメヤシは数多くの食品に加工され

ており、ナツメヤシ産業はサウジアラビアにとって雇用をもたらす重要な部門である。サ

ウジアラビア全土でナツメヤシの木は 2006 年時点で 2310 万本、そのうち結実する木は

1810万本に達している。生産量は 97.7万トンで、その 4.2％の 4.1万トンが輸出された。

サウジアラビアで栽培されている有力な品種は Sokari, Minifi, Soufri, Khodri, Soqai, 

Shishi, Reziaiziなどである。 

サウジアラビア農業は過酷な自然条件を克服しながら高い農業技術をもとに実績を上げ

てきた。しかしながら、GDP に占めるシェアは極めて低い。2000 年以後の GDP の推移

と農業の比率は次表に示すとおりである。 

表 10 サウジアラビアの作付面積と農産物の収量 
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全体 農業部門 シェア

2001年 679,163 35,708 5.3%

2002年 699,680 36,101 5.2%

2003年 796,561 36,454 4.6%

2004年 929,946 37,187 4.0%

2005年 1,172,399 38,280 3.3%

2006年 1,324,556 39,373 3.0%

2007年 1,418,746 40,154 2.8%

注： 2007年の値は暫定値。サウジリヤルの為替レートは1ドル＝3.75サウジ・リヤル（2009年3月4日）

出所：　表１０に同じ

GDP(名目）　　百万サウジリヤル

 

 

GDPは名目値であるので、実質でみるならば殆ど成長していないといえよう。GDP全

体に対する比率はわずか 3％程度でしかない。ちなみに、2007年の部門別シェアは鉱業部

門 50.9％、サービス部門 32.5％、製造部門 9.6％、建設部門 4.6％、農業部門 2.8％、電気

ガス水道部門 0.9％の割合である。サウジアラビアのように農耕に適した土地が限られて

いる国において、農業の比率がどの程度で適正であるということは簡単には言えず、国民

に必要な主要農産物の自給率が重要であろう。 

 

（4）オマーン 

オマーンのような限られた耕地、灌漑施設のもとでの農業政策は、輸入の可能性と輸入

価格に大きく影響を受ける。世界的な穀物価格の上昇は、オマーンが輸入する農産物の価

格を押し上げることになる。農産物の国内生産を高める必要性を認識しながらも、近年の

農業・漁業部門の成長率は低い。2007年は 4.6％と一見して高い数値ではあるが、その値

は実際の生産増によるものではなく、価格上昇によるものである。ヴィジョン 2020年（124

ページ参照）で農業部門に期待されているのは、年間成長率 4.5％を継続させて農業部門

のＧＤＰのシェアを 2020年までに 3.1％にアップさせるというものである。漁業部門のそ

れは年間 5.6％の成長を続け、2020年には GDP比 2.0％を期待している。2007年におけ

る GDP比は農業・漁業を合わせて 1.3％に過ぎなかった。過去４年間において、農業・漁

業部門の名目生産は 2004年の 176.5百万 ORから 2007年の 204.9百万 ORへと 16％の

成長を記録しているが、実質に換算するならば殆ど成長はしていない(7)。 

オマーンの作付面積は約 230 万 ha、国土面積の約７％にあたる。オマーンで農業が営

まれているのは、ムサンダム半島、バディナ平野、東部地域の高原と谷間、内陸部オアシ

ス、ドファール地区の 5つの地域である。その中でバディナ平野は全作付面積の半分以上

を占めており、農業の中心である。農業は海岸沿岸地域と内陸ではワジ(8)に沿って行なわ

                                                  
(7) Annual Report 2007, Central Bank of Oman, 19ページ 
(8) アラビア語。砂漠や乾燥地帯にある枯れ川。雨季や降水があるときには水が流れる。 

表 11 サウジアラビアの GDP と農業部門のシェア 
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れている。南部の沿岸部にはインド洋からの季節風に伴って雨がもたらされ、ココナツや

バナナが栽培されているが、オマーン農業は灌漑用水不足、塩性土壌という土質、厳しい

気候条件などの問題を抱えている。農産物の最大主要作物は作付面積のほぼ半分を占めて

いるなつめやしである。他には飼料作物（主にアルファルファ）、果樹（柑橘類）、野菜（ト

マト、じゃがいも）、穀類（大麦、小麦、とうもろこし）などが生産されている(9)。 

農業のなかに含まれる酪農の規模は小さいが、オマーンにとっては重要な部門である。

ドファール地域では住民の 2/3が酪農で生計をたてている。2004－05のセンサスによると、

家畜の頭数は山羊 160万頭、羊 35万頭、牛 33.5万頭、ラクダ 12.3万頭である。牛はオ

マーン南部地域で集中的に飼育されている。鶏肉も商業ベースでの取り扱いが拡大してい

る。 

自給率が 100％なのはナツメヤシ、バナナだけで、卵 51％、牛肉 46％、ミルク 36％、

羊肉 23％である。農業製品の多くが国内需要を充たすためには輸入に依存しなければなら

ないことはいうまでもない。 

 

作付面積 生産量 作付面積 生産量 作付面積 生産量

Vegetables 野菜 16,160 163.9 12,267 119.1 11,197 108.1

Fruits 果実 99,900 292.7 87,884 303.0 87,884 313.1

Field Crops 穀物、工芸作物 14,470 23.8 13,317 26.6 18,192 25.2

Perennial Fodder 牧草類 42,230 722.1 37,976 539.8 34,215 564.2

Total 計 172,760 1,202.5 151,444 988.5 151,488 1,010.6

単位：生産量は千トン、　作付面積はFeddan（１feddan=4,200㎡）

出所：  Statistical Year Book 35th issue , Minisutry of National Economy,Oct. 2007

2004年 2005年 2006年

 

2004年 2005年 2006年

Research Station (Agriculture) 農業試験場 6 6 6

Research Station (Animal Husbandary) 畜産試験場 3 3 3

Agriculture Development Centers 農業開発センター 48 50 51

Nurseries(Fruits) 果樹種苗管理センター 9 9 9

出所: 表12に同じ

 

（5）カタール 

 カタールも小さな産油国である。石油よりもむしろ天然ガスの埋蔵量が多くいち早く日

本へ LNG（液化天然ガス）を輸出しており、石油・ガス産業が主産業国である。農業資

源には恵まれているとはいえない。カタールで生産された 2005年の農作物を FAOのデー

タベースで抽出するとナツメヤシ 17,000トン、トマト 5,000トン、メロン類 4,300トン、

茄子 3,500トン、大麦 5,250トン、カリフラワー1,200トン、メイズ 980トン、柑橘類 800

                                                  
(9) Trade Policy Review Report by Oman, World Trade Organization, 21 May 2008, 45ページ 

表１２ オマーンの農作物の作付面積と生産量 

表１３ オマーンの農業普及関係施設数 
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トンである。 

 

（6）クウェート 

 クウェートの産業といえば、かつては漁業と真珠業であった。漁業に関連して小規模な

造船業なども発展した。しかし、日本の養殖真珠が世界市場に出回るようになり、クウェ

ートの真珠業は競争することができなくなり衰退してしまった。石油が発見されて以来、

クウェートは産油国として成長した。小さな国土のクウェートでは農業の比率は非常に小

さい。FAO Statistical Yearbookの Country Profileによると、耕地面積は 10,000ha（2000

年）とあり、農作物の生産量（2004年）は穀類(Cereals)３千トン、果実・野菜(Fruits & 

Vegetables)228千トン、根菜類(Roots & Tubers)22千トンのみが上げられている。作物ご

との生産量をみると、トマト 64,000トン、野菜 48,000トン、胡瓜（ピクルスを含む）34,000

トン、ナツメヤシ 16,000トン、ジャガイモ 22,000トン、茄子 15,000トン、レタス 6,400

トン、カリフラワー7,000トンなどが FAOの推定値として紹介されている。 

 

２） GCC 諸国の農業政策 

サウジアラビアでは、1970年代にいち早く小麦の生産拡大による 100％自給を政策化し

た。そして、それは成功し、近隣諸国に余剰を輸出できる状態にまでなった。しかしなが

ら、2008年初頭に、サウジアラビア政府は小麦の自給政策を放棄すると発表し世界を驚か

せた。今後は小麦の生産を縮小して、輸入に依存することを決定したのである。輸入とい

うものの単なる輸入ではなく、いわゆる開発輸入である。産油国が海外の農業に投資をし

て、その生産物の一定比率を安定輸入するものである。サウジアラビアは世界各地に投資

先を求め始めた。この傾向はサウジアラビアだけではなく、アラブ首長国連邦でも同様な

投資が次々と計画されつつある。さらには、GCCとしてだけでもなく、アラブ全体の食料

安全保障政策へと広がりつつある。 

一方、オマーンの場合は農業に取組む姿勢がサウジアラビアやアラブ首長国連邦とは

少々異なっているように見える。外から見るかぎり、オマーンの今後の農産物や食料確保

を開発投資による輸入に依存する方向性は出ていない。むしろ、厳しい自然条件化の下で

農業を拡大させていこうという姿勢すら見えるのである。この節では、輸入依存に方向転

換するサウジアラビアと、そうではないオマーンの農業政策について考察する。 

 

（1）サウジアラビアの農業政策 

 サウジアラビア政府は農業奨励政策を実施してきた。1962年に農業銀行を設立し、長期

ローンの貸付と補助金を農民に提供してきた。政府は農業機械と灌漑用ポンプの購入費用

の 50％を負担、農業器具と用品、国内産と輸入肥料購入費用の 45％を負担するなど、ま

た種や苗も低価格で配布してきた。未開墾地を国民に分配したりしながら農地を拡大し、

農産物の輸送のために農業用道路を整備するなど着実に農業振興は図られた。注目される
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小麦だけではなく野菜類も近隣諸国へ輸出できるほどに成長した。農業にとって不可欠な

水の確保が大きな課題であるが、民間によって管理されている井戸の数は 10 万以上に達

し、多くは農業用に使用されている。農業・水資源省は雨水と河川の水を有効に利用する

ために、1998 年末までに 189 のダムを各地に建設し、その貯水能力は約 8 億立方米に達

する(10)。このような農業政策を進展させながら現在のサウジアラビアの農業がある。ここ

では、大麦、小麦、米の生産・輸入等の状況からサウジアラビアの農業政策を考察してみ

る。 

 

① 大麦 

現在、サウジアラビアにおいて大麦は生産されていない。サウジアラビアでは 2003 年

に大麦生産に対する補助金を打ち切り、大麦生産は終結した。将来、小麦も大麦と同様な

道をたどると思われるので、大麦に関する実態をみておくことは有益であろう。 

 サウジアラビアは 1995年以来、年間約 600 万トンの大麦を輸入している。この輸入傾

向は価格的に大麦に競う代替物がないために今後も持続すると見られている。約 80％が遊

牧民に代表される伝統的農業のもとで羊や山羊の飼料となっている。それは、サウジ政府

が輸入大麦に補助金を付与しているからであり、アルファルファなどの需要は伸びること

はない。これは、サウジアラビア政府が地下水を大量に消費するアルファルファの生産を

ストップあるいは極度に削減するという政策の現れである。以前にはアルファルファの輸

出を禁止したこともあり、農家の多くはその時すでにアルファルファの生産を放棄してい

る (11)。 

2003 年当時には約 700 万トンを輸入したが、このサウジアラビアの需要が大麦の世界

価格を上昇させることになったとも言われている。飼料用大麦への依存を軽減するために

政府は高エネルギー・高蛋白成分の飼料輸入を補助金対象にするプログラムを打ち出した。

それによると、輸入する飼料により、トンあたり 58.13 ドル、または 186.67 ドルを輸入

業者に直接補助することになった。政府はそれまでの補助金システムを改めたことにより

大麦輸入が大幅に低下することを期待した。輸入大麦の需要が低下することにより、サウ

ジへの大麦の輸入価格が約 8％下がったという。また、MY(Market Year)2007年（カレン

ダー年の 2007年 7月スタート）の前半６ヵ月間の大麦輸入は前年の 297万トンに比較し

て、12％増の 332万トンに増加した。MY2007年末までの輸入は他の飼料との競合で 8％

減となり 640万トンと見込まれる。MY2008年についても大幅減少が予測されている。現

在支給されている対象別補助金額は次の通りである(12)。 

                                                  
(10) 在サウジアラビア日本大使館ホームページを参照 http://www.saudiembassy.or.jp/Jp/SA/7.htm 
(11) 米国農務省(USDA)Grain Report No.SA6002, Saudi Arabia Grain and Feed Annual 2006,  
(12) 米国農務省(USDA)Grain Report No.SA8004, Saudi Arabia Grain and Feed Annual 2008 
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金額

Palm Kernel Meal パーム油搾りかす 130.13

Wheat Bran ふすま 126.67

Soybean Meal (44% protein content) 大豆油搾りかす 122.67

Alfalfa Hay アルファルファ乾草 118.93

Sugarcane Molasses 砂糖きび搾りかす 73.6

Rice Bran ぬか 58.4

Sunflower Meal ひまわり油搾りかす 58.13

Barley 大麦 186.67

Yellow Corn とうもろこし 133.33

Soybean Meal (48% protein content) 大豆ミール（蛋白質48%） 133.33

Sorghum ソルガム 133.33

出所：アメリカ農務省(USDA),　Saudi Arabia Grain and Feed Annual 2008

品目

 

   ② 小麦 

サウジアラビアでは、小麦に関することは政府機関である GSFMO(Grain Silos and 

Flour Mills Organization サイロ・製粉公団)が全てをコントロールしている。政策によ

り小麦が自給できるようになり、近隣諸国へ輸出できるような状態にまで小麦生産は発展

したが、その後、2002年当時には小麦生産は国内需要を充たすだけの生産へと政策転換を

している。当時の国内需要は 180万トンである。小麦に関しては少量の製パン用のミック

スフラワーを除いて輸出も輸入もない。但し、輸入業者が米国から輸入して近隣諸国へ輸

出するケースはある。政府は農民からの買付け価格をトン当たり 400ドルで保証している。

それを政府は白小麦粉と全粒粉を各々トン当たり 148ドルと 207ドルで消費者に売り渡し

ている。農民は小麦生産からトン当たり少なくとも 140ドルの利益を得ている(13)。従って、

農民は生産を過剰にしてしまう傾向があり、政府の頭痛の種となっている。2005年７月時

点で小麦生産に対する補助金は 400ドルから 266.67ドルに引下げられたが、ザカート（イ

スラムにおける喜捨）やその他の控除で実質額は 246.67ドルである。同じく 2005年に政

府は農業を営む持ち株会社六社の設立を認可した。これらの企業は小麦を生産して

FSFMO に年間 30 万トンを納入することとなったが、地域農民の生産量とこれら大企業

の生産能力を勘案しながら、数年後には 60 万トンに拡大すると見られていた。大企業に

対する小麦や大麦の補助金支給は 1993年にすでに廃止されている(14)。このような企業の

設立や前年に小麦にかかる輸入税を 100％から 25％に下げたことは政府の民営政策の一

環と思われる。 

 さて、この節の冒頭に記した、サウジアラビア政府の小麦生産中止の政策の詳細をみる

ことにしよう。政府の方針は 2009年春の収穫期から、小麦生産量を毎年 12.5％ずつ減少

していき、2016年には小麦生産を終結させるというものである。生産減少分を輸入によっ

                                                  
(13) 米国農務省(USDA)Grain Report No.SA2010, Saudi Arabia Grain and Feed Annual 2002 
(14) 米国農務省(USDA)Grain Report No.SA6002, Saudi Arabia Grain and Feed Annual 2006 

表 14 飼料穀物輸入に対する補助金額（ドル/トン） 
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てまかなう。これは、1985年に小麦自給を達成して以来、小麦・小麦粉の輸入を絶ってき

た長年の政策を劇的に転換させるものである。農作物生産はほぼ 100％灌漑に依存してお

り、政策転換の大きな理由は灌漑水の源である地下水の枯渇である。小麦生産は大量の地

下水を必要とし、しかも、地下に流入する水が乏しく、消費量の方が多いために、穀類や

飼料作物の生産地域では地下水位が大幅に低下してしまっている。 

 サウジアラビアは 1980 年代以来はじめて、2009 年春から小麦を輸入することになる。

国内の小麦生産者に対する買上げ価格トン当たり 266.67ドルは 2015年まで継続して保証

する(15)。今後の小麦生産と輸入のスケジュールは次の表のように考えられている。 

 

単位：トン

需要予測 生産見込 輸入見込

2009年 2,600,000 2,275,500 325,000

2010年 2,704,000 2,028,000 676,000

2011年 2,812,160 1,757,600 1,054,560

2012年 2,924,646 1,462,323 1,462,323

2013年 3,041,632 1,140,612 1,901,020

2014年 3,163,298 790,824 2,372,473

2015年 3,289,829 411,229 2,878,601

2016年 3,421,423 0 3,421,423

出所：USDA,  Saudi Arabia Grain and Feed Annual 2008  

 

   ③ 米 

サウジアラビアにおいて米は生産されていない。CY(Calendar year)2007年の米の輸入

量は推定で 914千トン、2006年に比して 5％の減少であった。2008年については 5％増

と推定されている。サウジアラビアにおける主食は米とパンである。年間人口成長率が 3％

であること、メッカへの巡礼者の増加などから、両者の需要は今後も拡大しつづけると予

測されている。 

2007 年 12 月の政府通達によると、米輸入に対する補助金はトン当たり 266.67 ドルで

ある(16)。最近では低価格の Indian Parimal rice が 15年前ごろから Parboiled rice(17) と

して導入されて需要が拡大している。米の品種差による価格差は次の通りである。 

 

                                                  
(15) 米国農務省(USDA)Grain Report No.SA8004, Saudi Arabia Grain and Feed Annual 2008 
(16) 米国農務省(USDA)Grain Report No.SA8004, Saudi Arabia Grain and Feed Annual 2008 
(17) モミのまま蒸して乾かした後に脱穀精白したもの 

表 15 今後の小麦生産と輸入スケジュール 
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 これまで見てきたように、サウジアラビア政府の農産物確保の姿勢は一貫して補助金政

策が中心である。小麦生産に対しては生産農家に対して買上げ価格を保証し、農産物輸入

に対しては輸入に対する補助金を与えている。生産・自給、輸入いずれの政策であれ、サ

ウジアラビア政府にとって補助金支出は変わらないわけであるが、生産を継続するには水

利用が大きな問題となる。水利用のために井戸が掘られ、ダムが作られているわけである

が、降雨の少ないサウジアラビアでは汲み上げた地下水量が回復することはなく減少の一

途を辿っている。小麦の 100％輸入政策への転換は、増加する人口増に対処するべく小麦

自給政策を継続し小麦の生産量を拡大していくには限界があるという結論と思われる。 

 

（2）オマーンの農業政策 

オマーン経済の過去数年間において、石油・天然ガス部門のシェアが増大している一方

で、農業とサービス部門のシェアは低下している。それにも関わらず、政府は石油・天然

ガス部門に偏らない経済の多様化へのステップをとりつつある。例えば、製造業プロジェ

クトや観光ベンチャーがそれである。オマーンの長期開発戦略（Vision 1996－2020）に

よると、農業および製造業の GDPシェアをそれぞれ 2.8％から 5％、7％から 29％に拡大

することを目標としている。一方、サービス部門と石油・天然ガス部門はそれぞれ 47％

（1996年 52.3%）、19%（1996年 40%）とするのが目標である(18)。石油・天然ガス部門の

シェアは 1996年の 40％から 19％にまで低下させることになる。BP(19)の統計によるとオ

マーンの原油可採年数は 21 年である。オマーンの政策はポスト石油時代を意識した政策

である。これまで、GDPに占める農業のシェアは少ないけれども、政府は食料安全保障の

観点から農業部門は非常に重要部門であると位置付けている。水産物では輸出国であるが、

農産物においては輸入国である。食料安保のための政策と言えるものは農産物にかかる関

税を低くしていること（3.9％）や、農業生産者に対しては灌漑・排水施設などのインフラ

整備、融資、新種の種子や、肥料、化学薬品などを無償で与えていることである。 

2007 年 9 月の国王令により、農業・漁業省は農業省と漁業省に分割されることになっ

た。狙いは農業、漁業の双方を強化するために各々の分野を統括する省も強化するためで

ある。前述したように、この部門のヴィジョン 2020の目標値 GDPシェア５％を達成する

                                                  
(18) Trade Policy Review Report by Oman, World Trade Organization, 21 May 2008, 44ページ 
(19) 石油メジャーズの１社。かつては British Petroleum と称したが、現在は BPが正式名称 

品種 トン当たりCF価格（2008年2月時） 単位：ドル

White Indian Basmati インドバスマティ（白） 1,600

Indian Sella Basmati インドバスマティ（セラ） 1,500

Indian Parimal Parboiled rice インドパーボイルドライス 500

U.S. Long Grain Parboiled riceアメリカ長粒種パーボイルドライス 644-756

出所：表１５に同じ

表 16 品種別米の輸入価格 
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ためには、2001－05の年間成長率 2.5％に対して、最低でも 4.5％の成長が必要とされる。

農業省は農作物と酪農製品のための政策を策定する責任を有している。農業省の最重要政

策は国民のための食料確保であり、それは主として輸入によって達成させることになるが、

同時に、農家に対する技術的な支援と補助金支給などが現在おこなわれている(20)。 

 オマーンの農業政策は総合的な経済政策に沿って進められなければならない。農業部門

での対策には、農業の強化、食料増産、既存の農業資源の再開発などがあり、最近強調さ

れているのは放棄された農場の復興、全ての生産地区に対する近代的な灌漑・排水システ

ムの導入、再生水利用の促進、水管理に関する法制定などである。食品加工の垂直統合や

温室の環境改善なども推進されつつある。エクステンション・サービス（農業改良普及事

業）は実験的あるいはデモンストレーション的な段階にとどまっており、まだ本格的には

稼動していない。農産物の品質改善などを目的として農業省はレベルの高い指導・相談を

行なっていこうとしている。また、農業関連産業（アグリビジネス）、家禽産業、ナツメヤ

シ加工産業やその他のプロジェクトのために技術的・経済的実現可能性評価の支援をしよ

うとしている。また、新品種の種子、肥料、化学薬品などを供与して農業生産の改善を支

援している。 

 1980 年に設立された機関である PASFR (Public Authority for Stores and Food 

Reserves)は非常事態に備えて、米・砂糖・粉ミルク・茶・食用油を４～６ヵ月分程度貯蔵

（備蓄）することを責としている。貯蔵したものは随時新しいものとローテーションで入れ

替えている。PASFR は砂糖、米は国際入札で、それ以外のものは国内入札にて調達して

いる。 

 農業用水およびそれに付随する水の問題は非常に重要で、1990年には水資源省が設立さ

れた。水資源省は 2001 年には地方自治・環境・水資源省（Ministry of Regional 

Municipality and Environment and Water Resource）となり、2007年 9月に再び地方自

治・水資源省（Ministry of Regional Municipality and Water Resource (MRMWR)）と変

更された。この省の使命は限られた水資源の制御と灌漑改良である。1998年に水資源は国

有化され、①ファラジ(21)の母井戸から 3.5㎞以内での井戸の掘削禁止、②既存の井戸の改

修・用途変更・ポンプ設置を許可制に、③井戸掘削業者の毎年 MRMWR に登録制度、④

違反者に対する取扱いなど４つの対策が取られた。このように限りある水資源を農業に有

効に生かそうという姿勢が現れている(22)。 

 

 

 

 

                                                  
(20) Trade Policy Review Report by Oman, World Trade Organization, 21 May 2008, 46ページ 
(21) オマーンの地下水路を利用する灌漑システム。イランではカナートと呼ばれるものと同類 
(22) Trade Policy Review Report by Oman, World Trade Organization, 21 May 2008, 47ページ 
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３．GCC 諸国の農産物貿易 

 

 GCC 諸国ではサウジアラビアの小麦と野菜を除いて農産物と食料は輸入に依存してい

る割合が非常に高い。原油高でここ数年潤った GCC諸国も Food Crisis（食料危機）とい

う言葉を引用しては、将来の食料安全保障を真剣に検討する状態に入った。この節では、

GCCの貿易の中で農産物と食料に関わる部分を概観する。 

 

（1）アラブ首長国連邦 

 FAO の統計資料をみると輸出実績に小麦のような穀物も現れている。GCC 諸国の場合

は近隣諸国への再輸出のケースがあるので、要注意である。それは輸入データを見るとき

にも同様のことが言える。そのようなケースを念頭にいれておきながら、輸入の傾向を見

る程度に留めておきたい。 

 

品目 輸入量（トン） 輸入額（千ドル）

精米 715,583 327,843

精糖 1,165,095 222,160

加工食品 48,560 207,350

小麦 1,091,788 173,899

茶 65,826 172,063

鶏肉 154,916 160,035

出所：FAO, The Statistics Divisionのデータベースより作成

         http://www.fao.org/es/ess/toptrade/trade.asp  

 

（2）バーレーン 

原油価格高を受けてバーレーン経済は近年高い成長を遂げている。2006年の GDP成長

率は名目で 17.6％、実質 6.5％、2007年の名目 25.8％、実質 6.6％、さらに 2008年は名

目 14.7％、実質 6.2％と推定されている。貿易の中心は石油関連である。非石油部門の輸

出入の中で農業部門の輸出入はどの程度を占めているのであろうか。2006年と 2007年の

農業部門の輸出入額の実績によると、これらの部分の輸出に占める比率は１％にも満たず、

輸入については約５％である。2007 年の輸入実績における輸入先はアジア 32.8％、欧州

25.5％、アラブ諸国 19.2％、オセアニア 13.1％である。GCC 間における貿易を非石油製

品のみでみると、輸出はサウジアラビア 60.8％、アラブ首長国連邦 17.3％、カタール 10.7％、

クウェート 7.7％、オマーン 4.5％である。一方輸入についてはサウジアラビア 54.6％、ア

ラブ首長国連邦 32.3％、クウェート 6.1％、カタール 3.9％、オマーン 3.1％である。 

 

表 17 農産物・食品の輸入実績（2004年） 
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2006年 2007年 2006年 2007年

Animals and Animal Products  （動物および畜産物） 8.8 10.8 65.8 59.5

Vegetable Products　　（野菜） 2.6 1.9 52.6 49.0

Animal and Vegetabel Fats and Oil　　（動植物性油脂） 0.1 0.0 7.1 8.0

Prepared Foodstuffs, Beverages, and Tabacco　　（加工食品、飲料、タバコ） 12.1 11.6 103.9 107.8

食品関係計 23.6 24.3 229.4 224.3

総輸出額、総輸入額 4,587.2 5,126.2 3,953.7 4,319.4

食品関係比率 0.51% 0.47% 5.80% 5.19%

注： BD（バーレーン・ディナール）の為替レートは１ドル＝0.3750BD　（対ドル固定）

出所： Central Bank of Bahrain, Economic Report 2007

輸出 輸入
品目

単位：百万BD

 

輸入量（トン） 輸入金額（千ドル）

Milled Paddy Rice 精米 46,314 25,299

Chicken Meat 鶏肉 20,691 24,888

Wheat 小麦 44,158 8,289

Sugar Refined 精糖 24,000 7,816

Food Prepared 加工食品 6,741 21,600

Fruits Juice フルーツジュース 16,344 14,404

Vegetables Fresh 生鮮野菜 12,095 9,418

出所： ＦＡＯ, The Statistics Divisionのデータベース（http://www.fao.org/es/ess/toptrade/trade.asp）

品目

 

（3）サウジアラビア 

 サウジアラビアでは大麦を生産していないことは既に述べたとおりである。大麦の用途

は羊やヤギなどの飼料であるが、輸入量は年間約 7百万トンに達している。国別の輸入量

は次表の通りである。供給国はドイツ、オーストラリア、ウクライナ、ロシア、トルコと

多岐にわたっている。また、2007年からはスペイン、フランスなどが新たな供給者として

登場している。 

 

ウクライ
ナ

ドイツ
オースト
ラリア

カナダ ロシア
スペイ
ン

フランス
バルト
諸国

トルコ ほか 計

2006年 3,153 412 2,066 419 392 194 324 6,960

2007年 2,328 1,000 668 642 604 330 332 447 169 775 7,295

出所：USDA

単位：千トン

 

 

 小麦については自給ができており輸入の必要はない。米についてはインド、米国、パキ

スタン、タイが供給国である。2002年からの国別の輸入量は次の通りである。 

表 20 大麦の国別輸入量 

表 19 バーレーンの主要農産物・食料輸入（2004年） 

表 18 バーレーンの農産物輸入額 
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単位：千トン

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年

インド 600 820 754 715 687 584

米国 92 102 94 98 81 128

パキスタン 70 81 86 95 88 84

タイ 58 45 71 53 52 78

その他 30 30 40 50 50 40

計 850 1078 1045 1011 958 914

出所：USDA  

 

 FAOの統計によると、2004年のサウジアラビアからの輸出実績は次のとおりであった。 

 

輸出量（トン） 輸出額（千ドル）

Sugar Refined 精糖 144,090 35,497

Fruits Juice フルーツジュース 38,446 23,930

Dates ナツメヤシ 42,453 22,516

Wheat 小麦 55,729 8,031

Foodstuff prepared 加工食品 6,094 7,346

Chicken Meat 鶏肉 4,455 6,612

Eggs 鶏卵 4,938 4,909

出所：FAO

品目

 

 

（4）オマーン 

オマーン中央銀行発行の Annual Report 2007年版により、オマーンの貿易を概観する

と輸出は 2006年の 83億 OR(23)（オマーン・リアル）から 2007年は 95億 ORに 14.5％

増加した。うち原油・石油製品・LNG など石油部門の比率が 76％、非石油部門 13.6％、

再輸出分が 10.6％である。非石油製品の輸出先は近年多様化しつつあるというものの対

UAE とインドで過半数を占めるという大きな傾向は変わっていない。アラブ首長国連邦

40.5%、インド 13.6％、サウジアラビア 4.6％、カタール 4.0％、パキスタン 2.7％、イェ

メン 2.1％、台湾 2.0％と続く。再輸出の輸出先は UAE単独で 55.6％、イラン 12.1％、サ

ウジアラビア 3.7%のあとは数多くの国が１％程度で続いている。国際的に孤立しているイ

ランへの再輸出が GCCを経由していることが垣間見える。 

オマーンからの 2007年度の非石油製品の輸出は 12.9億 ORである。その中で農業関係分

は次表の 0から 3の項目に相当する。これによると野菜類が 2006年には 1290万OR、2007

年には 1540 万 OR 輸出されている。06 年から 07 年にかけての野菜の輸出の伸び率は

19.4％であるが、それ以前の 04年が 1520万 OR、05年が 1610万 ORであったことから

推測すると野菜栽培が拡大されて収穫が増大し、輸出量が拡大したと理解することはでき

ない。 

                                                  
(23) ORオマーン・リアルの為替レートは１ドル＝0.835OR 

表 21 米の国別輸入量 

表 22 農産物・食品の輸出実績（2004年） 
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2006年 2007年 前年比(%)

0 Live animals and animal products 生きた家畜および畜産製品 74.5 86.9 16.6

1 Vegetable products 野菜 12.9 15.4 19.4

2 Animal or vegetable fats & oil 動植物性油脂 28.8 36.2 25.7

3 Foodstuffs, beverages, tobacco & related products 加工食品、飲料、タバコ等 32.1 38.1 18.7

4 Mineral products 鉱物 216.1 450.1 108.3

5 Products of chemical & allied industries 化学製品類 138.7 176.7 27.4

6 Plastic, rubber, & articles thereof プラスティック、ゴム類 31.9 112.9 253.9

7 Textiles & articles thereof 繊維製品類 10.9 7.2 -33.9

8 Base metals & articles thereof 金属類 123.7 120.7 -2.4

9 Others その他 142.7 246.5 72.7

Total 812.3 1,290.7 58.9

出所：Central Bank of Oman, Annual Report 2007

品目

単位：百万OR

 

一方、輸入については次表の通り 2007年の輸入実績は 61億 ORである。輸入先はアラ

ブ首長国連邦が 26.5％、日本 15.8％、インド 6.5％、アメリカ 5.8％、ドイツ 5.3％、その

あとは 5％以下で韓国、イギリス、中国などが続く。オマーンと GCC 諸国間での貿易関

係はアラブ首長国連邦を除いて強くはないと言える。 

 

2006年 2007年 前年比(%)

0 Food & Live Animals 食品および生きた家畜 382.1 509.1 33.2

1 Beverages and Tabacco 飲料・タバコ 32.9 42.5 29.2

2 Crude Materials Inedible Except Fuels 燃料油以外の非食用原材料・素材 123.0 114.5 -6.9

3 Mineral, Fuel, Lubricant 鉱物・燃料油・潤滑油 139.2 214.4 54.0

4 Animal and Vegetabel Oil & Fat 動植物性油脂 28.2 45.9 62.8

5 Chemicals and related products 化学製品類 280.6 395.6 41.0

6 Manufactured Goods 工業製品 799.4 1,283.5 60.6

7 Machinery & Transport Equipments 機械・輸送機械 2,085.0 3,165.3 51.8

8 Miscellaneous Manufactured Articles その他工業品 239.4 340.8 42.4

9 Commodities & Transactions その他の取引物 80.2 32.6 -59.4

Total 4,190.0 6,144.2 46.6

出所：Central Bank of Oman, Annual Report 2007

品目

単位：百万OR

 

（5）カタール 

 カタールの農産物・食料の貿易実績は表 25、表 26の通りである。米や小麦など主要穀

物は輸入依存度が高い。 

表 24 輸入実績 

表 23 非石油部門の輸出実績 
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単位 輸入量

Chicken Meat 鶏肉 トン 35,798

Whole Milk, Condensed コンデンスミルク トン 30,208

Sheep 羊 頭 329,488

Beverages Non-Alcoholic 清涼飲料 トン 30,668

Milled Paddy Rice 精米 トン 31,352

Food Prepared nes 加工食品 トン 6,977

Chocolate Products nes チョコレート類 トン 3,043

Vegetables Fresh nes 生鮮野菜 トン 17,050

Mutton and Lamb 羊肉 トン 4,804

Cigarettes タバコ トン 769

Fruit Juice nes フルーツジュース トン 12,151

Wheat 小麦 トン 35,174

Pastry 菓子類 トン 4,580

Waters, Ice, etc. 水、氷類 トン 42,455

Hen Eggs 鶏卵 トン 5,313

Skim Milk of Cows スキムミルク トン 5,878

Flour of Wheat 小麦粉 トン 23,336

Beverages Dist Alcoholic 酒類 トン 3,437

Oil of Palm パームオイル トン 6,836

Macaroni マカロニ トン 2,973

出所：FAO

品目

 

 

単位 輸出量
Food Prepared nes 加工食品 トン 1,147

Camels ラクダ 頭 12,441

Beverages Non-Alcoholic 清涼飲料 トン 875

Coffee Extracts コーヒーエキス トン 242

Horses 馬 頭 342

Meat Prepared nes 加工肉 トン 113

Skin With Wool Sheep 羊毛皮 トン 284

Chicken Meat 鶏肉 トン 184

Pigeons Other Birds 鳩ほか鳥類 トン 16

Sheep 羊 頭 3,970

Macaroni マカロニ トン 344

Breakfast Cereals シリアル トン 64

Meat nes 肉類 トン 68

Goat Meat 山羊肉 トン 60

Citrus Fruit nes 柑橘果実類 トン 347

Eggplants ナス トン 121

Offals of Cattle, Edible 内臓肉 トン 59

Oranges オレンジ トン 249

Essential Oils nes エッセンシャルオイル トン 55

Oil of Olive オリーブオイル トン 30

出所：FAO

品目

 

 

（6）クウェート 

 クウェートの農産物・食料品の貿易実績は表 27、表 28の通りである。 

表 26 カタールの農産物・食料品輸出 ２００４年 

表 25 カタールの農産物・食料品輸入２００４年 
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単位 輸入量
Chicken Meat 鶏肉 トン 115,796

Food Prepared nes 加工食品 トン 19,051

Sheep 羊 頭 1,481,290

Milled Paddy Rice 精米 トン 150,622

Cigarettes タバコ トン 3,032

Wheat 小麦 トン 333,634

Infant Food 乳幼児食 トン 4,512

Pastry 菓子類 トン 8,495

Chocolate Products nes チョコレート類 トン 7,300

Cheese (Whole Cow Milk) チーズ トン 9,316

Beverages Non-Alcoholic 清涼飲料 トン 17,003

Sugar Refined 精糖 トン 77,787

Maize メイズ トン 125,849

Tomatoes トマト トン 54,423

Butter of Cow Milk バター トン 5,774

Mutton and Lamb 羊肉 トン 5,377

Oil of Palm パームオイル トン 20,251

Hen Eggs 鶏卵 トン 12,282

Whole Milk, Evaporated ミルク トン 8,852

Cake of Soya Beans 大豆ミール トン 45,599

出所:FAO

品目

 

 

単位 輸出額

Fruit Juice nes フルーツジュース トン 3,858

Beverages Non-Alcoholic ノンアルコール飲料 トン 3,856

Food Prepared nes 加工食品 トン 439

Pastry 菓子類 トン 347

Waters,Ice, etc. 水、氷類 トン 3,764

Wool, Greasy 羊毛 トン 438

Ice Cream and Edible Ice アイスクリーム トン 344

Butterm,Curdl,Acid.Milk バター、乳酸飲料等 トン 524

Vegetables Prepared nes 加工野菜類 トン 566

Whole Milk,Condensed 牛乳、コンデンスミルク トン 234

Prod.Of Nat.Milk Constit ココナツミルク製品 トン 290

Sugar Confectionery 砂糖菓子類 トン 193

Preprd Nuts(Excl.Grnuts) 加工豆類 トン 51

Skin Dry-Salted Sheep 羊皮 トン 177

Fruit Prepared nes 加工果実 トン 248

Cream, Fresh 生クリーム トン 191

Tomato Paste トマトペースト トン 151

Macaroni マカロニ トン 213

Cheese (Whole Cow Milk) チーズ トン 37

Fatty Acids Oils 431.31 オイル トン 369

出所：FAO

品目

 
 

表 28 クウェートの農産物・食料品輸出２００４年 

表 27 クウェートの農産物・食料品輸入２００４年 
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４．農産物確保のための海外投資政策 

 

2008年 11月 9日から 11日の三日間、「農業開発と食料安全保障」のために、アラブ諸

国とアフリカ諸国の専門家会議がサウジアラビアのリヤドにおいて開催された。この会議

は 2008 年 3 月のアラブ・ダマスカスサミットでの決議をフォローするものだった。この

会議における目的は 2009 年に開かれるアフロ・アラブ大臣レベル会議までに、アラブと

アフリカの共同作業の実行プランを策定して提案することである。今回のセミナーではア

フリカ、アラブ双方から農業開発と食料安全保障についての状況説明がなされた後、農業

開発と食料安全保障の経験と題してホスト国であるサウジアラビアからプレゼンテーショ

ンが行なわれた。ここでは２つの地域の国々における農業部門の重要性が強調された。そ

れぞれの国の市場のニーズに対応していくためには公的投資および民間投資の重要性が訴

えられた。そのためにも両地域はより強力な協力関係を築いていこうというものであった 

(24)。 

サウジアラビアが発表した小麦の 100％輸入化は、単にサウジアラビア、小麦だけの問

題ではなく、GCC諸国全体からアラブ諸国、そして小麦だけではなく農産物全体の食料確

保政策に関わるものである。したがって、近年、前述したようなアラブ・アフロ会議を始

めとした、国際会議やセミナーが数多く開催されている。例えば、2008年 7月 30日付け

のアラブニュース(25)によると、カタールがホスト国となり７月 31日から GCC６ヵ国の農

業大臣が集まり食料供給確保のための会議を開いた。彼らは農業や漁業に関する共通の法

規則を定めることや、GCC諸国のいずれかの国に FAOの事務所を開設することなどを話

し合っている。 

サウジアラビアでは、小麦生産の削減策により、今後小麦の輸入に拍車がかかるわけで

あるが、今後長期的に輸入先を確保することは容易ではない。そこで、考えられているの

が農業プロジェクトへの投資戦略である。そこで得られる農産物の一定比率を安定輸入す

る計画である。2008年には、そのような投資案件がメディア上で数多く報道されている。

それらを別表にとりまとめた。 

 

５．まとめ 

 

産油国のなかでも埋蔵量保有量のもっとも多い GCC 産油国は、少し前まではポスト石

油時代を見据え「脱石油、天然ガス主役」を志していた。いち早く、天然ガスの LNG（液

化天然ガス）化に走ったのがオマーン、カタールである。また、カタールはコストのかか

る LNGとは別に、小規模でも可能な GTL（Gas to Liquid）も取り入れている。しかしな

                                                  
(24) http://farastaff.blogspot.com/2008/12/arab-league-and-african-union-high.htmlにドラフトレポー
トが掲載されている。 

(25) Arab News http://www.arabnews.com/  
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がら、天然ガスも石油同様に化石燃料であることには変わりなく有限の資源である。その

有限資源が枯渇しないうちに、急増する人口増に伴う食料需要の増大に対処する政策を進

めなければならない。農業開発は技術的には不可能ではないが、人口増、経済発展は都市

用水や工業用水の需要も拡大させる。貴重な水を全ての部門に供給するのは非常に困難を

ともなうという判断であろう。ちなみに、GCC全体において水資源が都市生活用水、産業

用水、農業用水へ配分される比率は 18％、4％、78％である。サウジアラビアの場合、15％、

3％、82％、アラブ首長国連邦が 33％、6％、61％と大部分の水が農業につぎ込まれてい

る。その水源は地表水、地下水、海水からの淡水化水となるが、農業用水の 85％は地下水

が利用されている(26)。サウジアラビアの場合、今後予測される人口増に対応して小麦生産

を拡大していく開発コストや水資源確保の面が困難であると判断し、海外への農業投資な

どによる小麦の輸入政策が浮上したのであると思われる。 

 一方、オマーンのような原油埋蔵量も現在の生産量もそれほど多くはない国では、サウ

ジアラビアのように海外の農業に巨額を投資する余裕はない。したがって、自国内での生

産性の高い農業を模索していくことになろう。小規模ながら農業試験場などが増えている。

オマーンの風土にあった農作物の品種が開発されようとしている。土を使わない農法が研

究されている。 

結果がでるのは 10年後、30年後である。しかしながら、人口増、食料需要の増加は GCC

だけではない、サウジアラビアやアラブ首長国連邦が投資しようとしている国々でも同様

の問題はいずれ拡大してくるであろう。その時に、食料難に苦しむ自国民を前にして投資

国に契約どおりの農産物や食料を輸出することは、人道的見地からも難しくなる可能性が

ある。国連世界食料計画(World Food Program)ではスーダンの 560万人に対して食料支援

を行なってきた。スーダンは投資対象国となっているが、そのような国への投資は双方の

思惑に食い違いがある可能性もある。 

 かつて先進国が石油資源を求めて中東に投資（中東側では支配あるいは搾取と受け止め

ているが）して、石油を自国に持ち帰ったことと重なりはしないだろうか。資源ナショナ

リズムの台頭は中東の石油利権を握った先進国（企業）を追いやったが、この食料確保、

食料安全保障という投資プロジェクトも食料をめぐる利権の獲得に他ならない。今後、世

界中で議論が高まると思われる。農業不適地といえども、持続可能な農業により、100％

は無理であるが、できうる限り自給率を高める食料安全保障政策が取られるべきであろう

と考える。それは、自給率 40％の日本が食料安全保障のためにとるべき政策にも通じるこ

とかもしれない。 

米国のワールドウォッチ研究所のレスター・ブラウンがかつて興味溢れることを次のよ

うに語っている。1970年当時まで、１ブッシェルの小麦は世界市場で１バレルの石油と交

換できた。しかし、2004年当時では１バレルの石油を買うには９ブッシェルの小麦が必要

                                                  
(26) Dr.Mohamed Bazza(Senior Irrigation and Water Resources Officer of FAO), Policies for Water 

management and food security under water-scarcity conditions : The GCC Countries, 
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である（小麦 4.20ドル、石油 36.00ドル）。世界最大の石油輸入国かつ穀物輸出国である

アメリカでは、小麦と石油の交換比率が９倍に上昇したしわ寄せがガソリン価格の値上が

りという形で現れている。また、この変動でアメリカの貿易赤字は膨らみ、これがドミノ

式に未曾有の対外債務と国家経済の弱体化をもたらしている。対照的に、世界最大の赤輸

出国であり穀物の輸入上位国であるサウジアラビアは首尾よく利益を収めている。 

OPECが石油価格を引上げる以前の 1970年代初頭は、アメリカが石油の輸入代金を穀

物輸出で支払うことはおおむね可能であった。だが、2003 年には、穀物輸出は 990 億ド

ルという巨額の石油輸入手形の 11％しか賄えなかった。穀物と石油の交換比率が悪化する

一方、国内の石油生産量が減って消費量が増えたため輸入量は増大し、2003年には輸入量

が総使用量の 60％を占めた。 

穀物価格に代用される小麦価格と石油価格の交易条件は、大幅かつ継続的に変動してい

る。1950～73年までは、小麦と石油の関係と同様に両者の価格もきわめて安定していた。

この 23年間、世界市場において小麦１ブッシェルは常に石油１バレルと交換できた。1974

年～78年は 1バレルの石油を買うには約 3ブッシェルの小麦が必要であった。その後、石

油価格の変動とともに、必要小麦は７ブッシェル、時には 5ブッシェルに下がり、また 2000

年～03年には７ブッシェル、2004年９ブッシェルとなった (27)。 

1

10

100

1950年 1955年 1960年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年

小麦 石油

ドル 図1．小麦１ブッシェルと石油１ﾊﾞﾚﾙの価格比較

レスター・Ｒ・ブラウン「サウジアラ

ビアの対米価格支配力　穀物と石

油の交易条件の推移」ワールド

ウォッチ研究所から作成

 

 

 

小麦と石油の交換比率が今後どのように変動するかを確実に知ることはできない。しか

しながら、百年後には GCC 諸国を潤している石油は枯渇寸前になるか、あるいは枯渇す

るであろう。農産物や食料と交換する石油という手形を失うことになる。それ以前に石油

                                                  
(27) レスター・Ｒ・ブラウン「サウジアラビアの対米価格支配力・穀物と石油の交易条件の推移」 

http://www.worldwatch-japan.org/NEWS/ecoeconomyupdate2004-7.html 

図１ 小麦 1ブッシェルと石油 1バレルの価格比較 
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は代替物の出現によって徐々にその価値を減少させ、小麦と石油の交易条件がまた元のよ

うに戻るかもしれない。その時が到来する前に、GCC諸国は総合的な経済政策のなかで農

業政策・食料安全保障政策を再構築すべきである。 
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別表１　報道されている海外投資農業プロジェクト

国 投資案件 発信日/発信源

2008年4月30日

Gulfnews.com

2008年6月23日

DAWN the Internet

2008年7月21日

Financial Times

2008年7月21日

Middle East on line

2008年7月21日

Middle East on line

2008年7月21日

Middle East on line

2008年8月

中東協力センターニュース

2008年8月

中東協力センターニュース

2008年8月

中東協力センターニュース

2008年8月26日

The Economic Times

2008年12月15日

DAWN the Internet

パキスタンはGCCから農業および酪農部門への投資を求めている。現在の食糧危機の状態では、農業および
酪農部門の開発は我々の最優先事項であり、我々はこの部門の扉を外国の投資者に開放すると、パキスタン
の民営化担当大臣であるNaveed Qamar氏が語っている。2008年4月29日にドバイで開かれた中東－パキスタン
農業酪農投資フォーラムでのこと。我々はアグリゾーンをいま開発しており、それは外国の投資者に提供するも
のである。初めてのことであるが土地の100％所有権も与える。投資国あるいは投資者はそこでの生産物を自
国に自由に輸出することができる。パキスタン政府は機械輸入の免税や肥料に対する補助金などの財政的な
支援をする用意がある。

GCC

UAE
UAE大統領が「食糧の約85％を輸入に依存しているUAEは食糧供給源の分散のために中央アジアに関心を寄
せている」と語る。

バーレーン
バーレーンはタイの農場に投資する合弁企業を設立するため民間企業を招いて商談を開始した。バーレーンは
年間４万５千トン程の米を輸入しており、主な輸入元はインドとパキスタンであり、この２カ国への依存を低減さ
せる狙い。

UAE スーダンの７万エーカー（28,328 ha）以上の土地で農業開発を計画中

UAEの民間投資会社Abraaji Capital などが、パキスタンの10万エーカー（40,470ha)以上の農地を５億ドルで購
入する計画。

UAE

エジプトの貿易・産業大臣がUAEと話し合っていると表明UAE

UAE
UAEとフィリピンが08年7月に覚書を締結。内容はUAEの食糧確保のためにフィリピンは何をできるかという今後
の食糧確保に関する協力関係のスタートラインに当たるもの。

UAE
08年7月、UAEの大統領がカザフスタンを訪問。食糧供給確保へカザフスタンの農業事業への投資を模索してい
ることを表明。

カタールは食糧安全保障を確保する戦略の一環として、08年7月21日、スーダンと農業投資、食品産業、畜産に
商店を当てる合弁企業の設立に合意した。

カタール

サウジのAl-Qudra Holding社が、2009年初めまでにオーストラリア、クロアチア、エジプト、エリトリア、インド、モ
ロッコ、パキスタン、フィリピン、スーダン、シリア、タイ、ウクライナ、ベトナムにおいて小麦、メイズ、米、野菜、酪
農生産のために40万haの土地獲得を計画している。

サウジアラ
ビア

サウジ政府と農業関連企業が新会社を設立して海外での農地獲得開発に投資を計画中。ターゲット国はパキス
タン、スーダン、タイ。(Saudi Fund for Development のAbdullah Al-Shoaibi談）。同様の記事を共同通信社は9月
1日付でUAEのマンスリー経済相の談として報道。更に、セネガルやウズベキスタンへの投資計画も検討とのこ
と。

サウジアラ
ビア
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